
観光圏整備法と農山漁村活性化法との制度的連携の概要

観光圏

農山漁村における地域間交流のための
施設整備に関する事業

・収穫体験用ビニールハウス
・郷土料理教室開催のための厨房施設
等

観光圏整備法第４条第２項

農山漁村活性化法の
活性化計画の提出が
あったものとみなす。

農山漁村交流促進事
業について、交付金を
交付することが可能。

農山漁村活性化法
の特例

国土交通大臣

農林水産大臣農林水産大臣

主務大臣に送付

（記載事項）
・観光圏の区域、目標
・観光圏整備事業の具体的な内容、実施主体 等

観光圏整備事業の一部として以下の農山
漁村交流促進事業を定めた場合

観光圏整備法第４条第７項 観光圏整備法第９条

支援対象

①都市等との地域間交流の施設整備
（例）収穫体験用ビニールハウス

郷土料理教室開催のための厨房施設
②提案事業
（例）①の施設整備を効果的に実施するために必

要な企画・調整・調査等の活動
③農林漁業団体等が実施する①又は②の事業

１／２以内交付率

以下の事業について、国が市町村又は都道
府県に交付金を交付。

観光圏整備法と農山漁村活性化法との事業連携イメージ

具体的スキーム

観光圏の区域内において観光圏整備事業として農山漁村活性化法の対象事業を実施することが、観光旅客の来訪及び滞在の促進と、農山漁村の活
性化の両方に資することから、観光圏整備計画の主務大臣への送付を農山漁村活性化法の活性化計画の農林水産大臣への提出とみなし、同法の交
付金の交付対象とすることができることとする。

国

農山漁村地域 農山漁村地域

農山漁村交流促進事業の実施

・観光圏

・農山漁村活性化法の地域
いずれにも含まれる地域

・農山漁村の活性化

・観光旅客の来訪及び滞在の促進
のいずれにも資する。

郷土料理体験用
厨房施設

収穫体験用
ビニールハウス

支援支援

※農山漁村交流促進事業
観光圏整備事業であって農山漁村活性
化法の対象事業にも該当するもの

＝

観光圏整備計画作成
（市町村又は都道府県）

農山漁村交流促進事業※ 農山漁村交流促進事業※



農山漁村活性化法と観光圏整備法との制度的連携の概要

「活性化計画」作成（第５条）

（都道府県又は市町村）

農林水産大臣への提出（第６条第１項）

農林水産大臣による基本方針作成（第４条）

予算の範囲内で、交付金による国の
支援（第６条第２項）

農林水産大臣の審
査等（要綱）

○農山漁村活性化法の基本スキーム

「観光圏整備計画」作成（第４条）

（都道府県又は市町村）

観光圏整備実施計画作成（第７条）

（観光圏整備事業者）

主務大臣による基本方針作成（第３条）

国土交通大臣への認定申請（第８条第１項）

協議会

○観光圏整備法の基本スキーム

国土交通大臣による認定（第８条第３項）

国土交通大臣による各種支援

（記載事項）

・農林漁業振興のための生産基盤等の整備等

・生活環境の整備等

・地域間交流のための施設の整備等

・その他

「活性化計画」を提出した
ものとみなす
（観光圏整備計画において
「地域間交流のための施設の
整備等」の事項が記載された
場合に限る）

「活性化計画」を別途作
成しなくても、交付金申請
及び交付金による支援が
可能

主務大臣への送付

添付資料
・施行規則第５条第１項第１号の図面（区域
内の土地の現況）

・交付対象事業別概要（詳細事業計画）

・事前点検シート


